
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅶ その他申請書等に添付する 

 

資料の様式等 

 



 
 

    Ⅶ その他申請書等に添付する資料の様式等 

 

 

 

        第１ 保安距離計算書 

 

        第２ 耐震設計の計算条件・結果書 

 

        第３ 安全弁（破裂板）の所要吹出量計算書 

 

        第４ 温度上昇防止措置・防消火設備総括表 
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第１ 保安距離計算書 
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                                                                   ＜様式Ⅶ－１＞ 

保安距離の計算（可燃性ガス） 

 

適用区分 コンビ則第５条第１項第２号・３号 

 

１ ＫＷ値の計算 

遮断区分又は設備名 施設区分（該当番号に○印） 計 算 条 件 

 １．既存製造施設 

２．可燃性ガス低温貯槽 

３．防護壁有り既存製造施設 

４．新設製造施設 

５．防護壁有り新設貯槽 

６．地盤面下可燃性液化ガス貯槽 

ガスの名称 ： 

 

停滞量：Ｗ＝              （ｔ） 

 

常用の温度：                ℃ 

 

Ｋ  値：                  ×１０３ 

 

ＫＷ値  ＝            

                        （※）Ｋ値はコンビ則別表第２参照 

 

２ 法定距離の計算 

① Ｘ＝                  ×（ＫＷ）１／３ ＝                     （ｍ） 

② ５０ｍ 

③ 

一般則・液石則に定める第一種距離（可燃性低温貯槽のみ） 

 

貯蔵能力：              （ｔ） 

 

    Ｌ１＝                        ＝            （ｍ） 

上記の内最大の距離＝             ｍ 

 

３ 実際距離 

（                            ）設備の外面から 

最短の距離となる保安物件等（                                              ）まで 

実際距離＝                   ｍ 
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                                                                   ＜様式Ⅶ－２＞ 

保安距離の計算（毒性ガス） 

 

適用区分 コンビ則第５条第１項第４号 

 

１ 急性毒性値の計算 

ガスの名称 区分（該当番号に○印） 
混合ガスの場合の 

急性毒性値の計算 

 
１ 単一ガス 

２ 混合ガス 
 

急性毒性値 ＝           （ppm） 

※ 混合物の場合，暴露経路がガスによる吸入であって急性毒性値が500ppm(４時間)以下で

ある場合のものを毒性ガスの対象とします。 

※ コンビ則に掲名されている毒性ガス又は毒物及び劇物取締法（昭和25年法律第303号）

第２条第１項で規定する毒物（ガス（吸入）で評価された毒物に限ります。）が50％以上

の混合物については，毒性ガスとして扱います。 

 

 

２ 法定距離の計算 

４号イ 
 製造施設（ロに掲げるガス設備及び第65条に規定する容器置場並びに大臣が定める

設備及び施設を除く。）の外面から事業所境界まで20ｍ以上 

４号ロ ガス設備の外面（配管を除く。）から保安物件まで 

 

Ｌ ＝                          ＝                  （ｍ） 

 

 

３ 実際距離 

４号イ （            ）設備の外面から最短の事業所境界まで 

 

                          実際距離＝              （ｍ） 

４号ロ ガス設備の外面から最短の保安物件（           ）まで 

 

                                         実際距離＝              （ｍ） 
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＜様式Ⅶ－３＞ 

保安距離の計算（除外設備） 

 

適用区分 コンビ則第５条第１項第６号 

 

１ 対象施設 

施設の名称 区  分（該当番号に○印） 

 １．２号で除外された可燃性ガスの貯蔵設備及び処理設備 

２．４号で除外された毒性ガスの配管 

３．５号で除外された周期律表零属の不活性ガスの貯蔵設備及び処理設備 

４．上記以外の不活性ガスで処理能力が規定以下の貯蔵設備及び処理設備 

５．保安用不活性ガスで処理能力・貯蔵能力が規定以下の貯蔵設備及び処理設備 

６．送出，受入れのための処理設備 

 

 
設備の名称 区分 法定距離の計算 

①   貯蔵能力：            （圧縮ガス：ｍ３，液化ガス：ｋｇ） 

 

処理能力：               (Nm3/D) 

 

一般則の距離  Ｘ＝                     ＝             （ｍ） 

②   貯蔵能力：            （圧縮ガス：ｍ３，液化ガス：ｋｇ） 

 

処理能力：               (Nm3/D) 

 

一般則の距離  Ｘ＝                     ＝             （ｍ） 

③   貯蔵能力：            （圧縮ガス：ｍ３，液化ガス：ｋｇ） 

 

処理能力：               (Nm3/D) 

 

一般則の距離  Ｘ＝                     ＝             （ｍ） 

 

- 252 - 



 
 

                                                                   ＜様式Ⅶ－４＞ 

保安距離の計算（容器置場） 

 

適用区分 コンビ則第５条第１項第６５号 

 

ガ ス 名  

ガス区分 可燃性ガス ・ 毒性ガス ・その他（         ） 

 

 

１ 毒性ガス 

容器置場面積 

Ｘ（ｍ２） 
法定置場距離の計算   

 

 ０ ≦ Ｘ ＜ ９   ｍ ＝ ５４  （ｍ） 

 ９ ≦ Ｘ ＜ 25   ｍ ＝ １８√Ｘ ＝     （ｍ） 

 25 ≦ Ｘ   ｍ ＝ ９０   （ｍ） 

 

２ 毒性ガス以外のガス 

容器置場面積 

Ｘ（ｍ２） 
法定置場距離の計算 

 

 ０ ≦ Ｘ ＜ ８ 
ｌ１ ＝ ９√２  （ｍ） 

ｌ２  ＝ ６√２  （ｍ） 

 ８ ≦ Ｘ ＜ 25 
ｌ１ ＝ ４．５√Ｘ ＝     （ｍ） 

ｌ２  ＝   ３√Ｘ ＝     （ｍ） 

 25 ≦ Ｘ 
ｌ１ ＝ ２２．５   （ｍ） 

ｌ２  ＝ １５    （ｍ） 
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第２ 耐震設計の設計条件・結果書 
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＜様式Ⅶ－５＞ 

塔類の耐震設計計算・条件・結果書（１） 

 
機 器 名 称  

耐 震 性 能 評 価   レベル１耐震性能          レベル２耐震性能 

解 析 手 法  静的      修正      認定プログラム（                                       ） 

 

１ 設置条件 

高圧ガスの種類 第（    ）毒 可燃 以外 
支持方法 

自立         振止       架構上 

境界までの距離 Ｘ＝            （ｍ） スカート式    レグ式   ラグ式 

貯蔵能力 Ｗ＝            （tf） ﾍﾞｰｽﾌﾟﾚｰﾄからの高さ Ｈｔ＝                    （ｍ） 

重要度 Ⅰ Ⅰａ  Ⅱ Ⅲ 胴の平均直径 Ｄｍ＝                    （ｍ） 

重要度係数 β１ ＝ 塔類の固有周期 Ｔａ＝                    （ｓ） 

地域区分 Ａ地域 
水平方向応答倍率 

β４ ＝ 

地域係数 β２ ＝０．８ β５ ＝ 

地盤種別 第（  ）種地盤 鉛直方向応答倍率 β６ ＝ 

表層地盤増幅係数 β３ ＝ 架構に対する応答倍率 β７ ＝ 

 

２ 応力算定 

部     位 応 力 等 の 種 類 算定値＊１ 許容値 判 定 

胴 
引張応力    σｔ           (N/mm２)   合・否 

圧縮応力    σｃ           (N/mm２)   合・否 

スカー

ト 

耐圧部材に直接溶接 圧縮応力    σｃ１          (N/mm２)   合・否 

上記以外の部分 圧縮応力    σｃ２          (N/mm２)   合・否 

レ    グ 

引張応力    σｔ           (N/mm２)   合・否 

圧縮応力    σｃ           (N/mm２)   合・否 

曲げ応力    σｂ           (N/mm２)   合・否 

せん断応力  τ            (N/mm２)   合・否 

組合せ応力  ＊２          (N/mm２)   合・否 

基礎ボルト 

セットボルト 

引張応力    σｔ           (N/mm２)   合・否 

せん断応力  τ            (N/mm２)   合・否 

組合せ応力（σｔ＋1.6τ）/1.4 (N/mm２)   合・否 

ベースプレート 曲げ応力    σｂ           (N/mm２)   合・否 

総   合   判   定 合   ・  否 

 

                                                   ＊１  算定値は最大値を記入する 

                                                   ＊２  組合せ応力は下記のうち最大値を記入する 

                                                         σｔ / ｆ ｔ＋σｂ / ｆ ｂ   （ －  ） 

                                                         σｃ  / ｆｃ＋σｂ / ｆ ｂ   （ － ） 

                                                         （σｃ＋σｂ )２＋３τ２     （ N/mm２） 

 

計算認定の有無        有（計算番号：                      ）・      無 

 

計算を行った会社名 
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                                          ＜様式Ⅶ－６＞ 

 
横置円筒形貯槽の耐震設計計算・条件・結果書（２） 

 
機 器 名 称  

耐 震 性 能 評 価   レベル１耐震性能          レベル２耐震性能 

解 析 手 法  静的      修正      認定プログラム（                                      ） 

 

１ 設置条件 

高圧ガスの種類 第（    ） 毒 可燃 以外 支持方法 

（２点支持に限る。） 

サドル支持 架構上 

境界までの距離 Ｘ＝            （ｍ） 両方固定 片方固定 

貯蔵能力 Ｗ＝             （tf） 胴の正接線間の距離 Ｌ ＝                    （ｍ） 

重要度 Ⅰ Ⅰａ Ⅱ Ⅲ 胴の平均直径 Ｄｍ＝                    （ｍ） 

重要度係数 β１ ＝ 貯槽の固有周期 Ｔａ＝                    （ｓ） 

地域区分 Ａ地域 
水平方向応答倍率 

β４ ＝ 

地域係数 β２ ＝０．８ β５ ＝ 

地盤種別 第（  ）種地盤 鉛直方向応答倍率 β６ ＝ 

表層地盤増幅係数 β３ ＝ 架構に対する応答倍率 β７ ＝ 

 

２ 応力算定 

部     位 応 力 等 の 種 類 算定値＊１ 許容値 判 定 

胴 

サドル部 
引張応力    σｔ           (N/mm２)   合・否 

圧縮応力    σｃ           (N/mm２)   合・否 

中央部 
引張応力    σｔ           (N/mm２)   合・否 

圧縮応力    σｃ           (N/mm２)   合・否 

鏡 引張応力    σｔ           (N/mm２)   合・否 

サドル 圧縮応力    σｃ           (N/mm２)   合・否 

基礎ボルト 

セットボルト 

引張応力    σｔ           (N/mm２)   合・否 

せん断応力  τ            (N/mm２)   合・否 

組合せ応力（σｔ＋1.6τ）/1.4(N/mm２)   合・否 

シアープレート 
曲げ応力    σｂ           (N/mm２)   合・否 

せん断応力  τ            (N/mm２)   合・否 

総   合   判   定 合   ・  否 

 

                                                                ＊１  算定値は最大値を記入する 

 

計算認定の有無        有（計算番号：                      ）・      無 

 

計算を行った会社名
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                                          ＜様式Ⅶ－７＞ 

球形貯槽の耐震設計計算・条件・結果書（３） 
 
機  器  名  称  

耐 震 性 能 評 価   レベル１耐震性能          レベル２耐震性能 

解  析  手  法  静的      修正      認定プログラム（                                    ） 

 

１ 設置条件 

高圧ガスの種類 第（    ） 毒 可燃 以外 ブレースの種類 タイロッド          鋼管 

境界までの距離 Ｘ＝              （ｍ）  

貯蔵能力 Ｗ＝              （tf）  

重要度 Ⅰ Ⅰａ Ⅱ Ⅲ   

重要度係数 β１ ＝ 固有周期 Ｔａ ＝                 （ｓ） 

地域区分 Ａ地域 
水平方向応答倍率 

β４ ＝ 

地域係数 β２ ＝０．８ β５ ＝ 

地盤種別 第（  ）種地盤 鉛直方向応答倍率 β６ ＝ 

表層地盤増幅係数 β３ ＝   

 

２ 応力算定 

部    位 応 力 等 の 種 類 算定値＊１ 許容値 判 定 

上部支柱 

軸方向合計応力       σｔ＋σｂ      (N/mm２)   合・否 

せん断応力        τｃ           (N/mm２)   合・否 

組合せ応力        （σｃ＋σｂ )２＋３τ２ (N/mm２)   合・否 

下部支柱 

圧縮応力          σｃ           (N/mm２)   合・否 

曲げ応力          σｂ           (N/mm２)   合・否 

組合せ応力     σｃ /ｆ ｃ＋σｂ/ｆ ｂ  ( － ）   合・否 

ブレース 
引張応力          σｔ           (N/mm２)   合・否 

圧縮応力          σｃ           (N/mm２)   合・否 

基礎ボルト 

引張応力          σｔ           (N/mm２)   合・否 

せん断応力        τ            (N/mm２)   合・否 

組合せ応力     （σｔ＋1.6τ）/1.4  (N/mm２)   合・否 

シーアプレート 

曲げ応力          σｂ           (N/mm２)   合・否 

せん断応力              τ            (N/mm２)   合・否 

組合せ応力          σｂ
２＋３τ２   (N/mm２)   合・否 

ベースプレート 曲げ応力 
支圧力による   σｂ１          (N/mm２)   合・否 

引抜力による   σｂ２          (N/mm２)   合・否 

             総   合   判   定 合 ・ 否 

 

                                                                 ＊１  算定値は最大値を記入する 

 

計算認定の有無        有（計算番号：                      ）・      無 

 

計算を行った会社名 
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                                         ＜様式Ⅶ－８＞ 

平底円筒形貯槽の耐震設計計算・条件・結果書（４） 

 
機  器  名  称  

耐 震 性 能 評 価   レベル１耐震性能          レベル２耐震性能 

解  析  手  法  静的      修正      認定プログラム（                                    ） 

 

１ 設置条件 

高圧ガスの種類 第（    ） 毒 可燃 以外 側板の外径 Ｄo ＝        （ｍ） 

境界までの距離 Ｘ＝               （ｍ） 側板の内径 Ｄｉ＝        （ｍ） 

貯蔵能力 Ｗ＝                （tf） 側板部の高さ Ｈ  ＝ 

重要度 Ⅰ   Ⅰａ   Ⅱ    Ⅲ 
固有周期 

第１設計地震動 Ｔａ＝               （ｓ） 

重要度係数 β１ ＝ 第２設計地震動 Ｔ ＝               （ｓ） 

地域区分 Ａ地域 
水平方向応答倍率 

β４ ＝ 

地域係数 β２ ＝０．８ β５ ＝ 

地盤種別 第（  ）種地盤 鉛直方向応答倍率 β６ ＝ 

表層地盤増幅係数 β３ ＝   

 

２ 応力算定 

（１）内径が 20ｍ以下であり，かつ内径に対する側板部の高さの比が１．２５以下の場合 

部    位 応 力 等 の 種 類 
算定値＊１ 

許容値 判 定 
第１設計地震動 第２設計地震動 

    側   板 圧縮応力    σｃ   (N/mm２)    合・否 

アンカーストラップ 引張応力    σｔ   (N/mm２)    合・否 

             総   合   判   定               合   ・  否 

 

（２）（１）以外の場合 

部 位 応 力 等 の 種 類 
算 定 値＊１ 

許容値 判 定 
第１設計地震動 第２設計地震動 

側   板 
1 次一般膜応力強さＰm (N/mm２)    合・否 

圧縮応力    σｃ     (N/mm２)    合・否 

側板とアニュラ 

プレート継手部 
合成応力 Ｐｌ＋Ｐｂ＋Ｑ(N/mm２) 

   合・否 

アンカーストラップ 引張応力     σｔ     (N/mm２)    合・否 

ナックルプレート １次一般膜応力強さＰm(N/mm２)    合・否 

屋根板 １次一般膜応力強さＰm(N/mm２)    合・否 

ナックルプレートと 

側板継手部 

１次局部膜応力強さＰｌ(N/mm２)    合・否 

合成応力 Ｐｌ＋Ｐｂ＋Ｑ(N/mm２)    合・否 

屋根板とナックル 

プレート継手部 

１次局部膜応力強さＰｌ(N/mm２)    合・否 

合成応力 Ｐｌ＋Ｐｂ＋Ｑ(N/mm２)    合・否 

総   合   判   定 合 ・ 否 

 

                                                                 ＊１  算定値は最大値を記入する 

 

計算認定の有無        有（計算番号：                      ）・      無 

 

計算を行った会社名 
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                                       ＜様式Ⅶ－９－１＞ 

基礎の耐震設計計算・条件・結果書（５－１） 
基礎名称／図面番号  

耐震性能評価   レベル１耐震性能    レベル２耐震性能 

基礎の種類   単独基礎            共通基礎      直接基礎         くい基礎 

 

１ 耐震設計設備 

設備の名称  地盤種別 第（  ）種地盤 

解析手法＊１ 静的  修正  認定 表層地盤増幅係数 β３ ＝ 

高圧ガスの種類 ＊１ 第（    ） 毒  可燃  以外 
水平方向応答倍率 ＊１ 

β４ ＝ 

境界までの距離 Ｘ＝               （ｍ） β５ ＝ 

貯蔵能力 ＊１ Ｗ＝                （tf） 鉛直方向応答倍率 ＊１ β６ ＝ 

重要度 ＊１ Ⅰ   Ⅰａ   Ⅱ    Ⅲ 運転重量 ＊１ ＷＶ ＝                   （tf） 

重要度係数 ＊１ β１ ＝ 設計水平地震力 ＊２ ＦＨ ＝                    (tf) 

地域区分 Ａ地域 設計垂直地震力 ＊２ ＦＶ ＝                    (tf) 

地域係数 β２ ＝０．８ 転倒モーメント ＊２ Ｍ  ＝                  (tf/m) 

                            ＊１  基礎上の耐震設計設備のうち重要度が最も高いものについて記入する 

                            ＊２  基礎上の全ての耐震設計設備及びその他の設備の合算値を記入する 

 

２ 応力算定（耐震告示第１５条） 

部 位 
       応 力 等 の 種 類 

      ［ 耐震告示対応条項 ］ 

   長   期    短   期 
判定 

算定値＊１許容値 算定値＊１許容値 

基
礎
本
体 

ベースプレート下面 支圧応力  [1 号-ﾛ，2 号-ｲ]σｐ(N/cm２)     合･否 

フーチ

ング 

コンクリート せん断応力[1 号-ﾆ，2 号-ｲ]τ (N/cm２）    合･否 

鉄筋 
断面積    [1 号-ﾆ，2 号-ｲ]Ａｔ(cm２）     ＊２      ＊２ 合･否 

周長      [1 号-ﾆ，2 号-ｲ]ψ (cm)      ＊２      ＊２ 合･否 

ベテス

タル 

コンクリート せん断応力[1 号-ﾆ，2 号-ｲ]τ (N/cm２）    合･否 

鉄筋 
断面積    [1 号-ﾆ，2 号-ｲ]Ａｔ(cm２）      ＊２      ＊２ 合･否 

周長      [1 号-ﾆ，2 号-ｲ]ψ (cm)      ＊２      ＊２ 合･否 

    基礎ボルト 

引張応力  [1 号-ｲ，2 号-ｲ]σｔ(N/cm２)     合･否 

せん断応力[1 号-ｲ，2 号-ｲ]τ (N/cm２）    合･否 

組合せ応力＊３[1 号-ｲ，2 号-ｲ] (N/cm２）    合･否 

付着応力  [1 号-ｲ，2 号-ｲ]τａ(N/cm２)     合･否 

支圧応力＊４[1 号-ｲ，2 号-ｲ]σｐ(N/cm２)     合･否 

    支持地盤 接地応力         [1 号-ﾊ]σ (N/cm２)     合･否 

 

支持力           [2 号-ﾛ]Ｒ (kN/本)       合･否 

引抜力           [2 号-ﾛ]Ｒ (kN/本)     合･否 

曲げモーメント   [2 号-ﾊ]Ｍ (kN・m)     合･否 

             総   合   判   定 合 ･ 否 

                                            ＊１  算定値は最大値を記入する 

                                            ＊２  使用する鉄筋の断面積，周長を記入する 

                                            ＊３  組合せ応力は（σｔ＋1.6τ）/1.4   により算定する 

                                            ＊４  アンカーストラップの場合のみ記入 

計算認定の有無        有（計算番号：                      ）・      無 

 

計算を行った会社名 
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                                         ＜様式Ⅶ－９－２＞ 

基礎の耐震設計計算・条件・結果書（５－２） 
 
１ 計算条件 

（１）使用部材 

部  位 項      目 仕              様 

 コンクリート設計基準強度(N/cm２)  

基礎底面面積            (m２)  

基礎体積                (m３)  

基礎重量                (tf)  

鉄筋 

フ－チング 

種類（ＪＩＳ）  

本数                    (本)  

外径                    (mm)  

ベテスタル 

種類（ＪＩＳ）  

本数                    (本)  

外径                    (mm)  

  基礎ボルト 

本数                    (本)  

外径                    (mm)  

長さ                    (cm)  

  基礎くい 

種類（ＪＩＳ）  

本数                    (本)  

外径                    (mm)  

厚さ                    (mm)  

長さ                    (cm)  

ベースプレート 面積                    (cm２)  
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                                         ＜様式Ⅶ－１０＞ 

架構の耐震設計計算・条件・結果書（６） 
機  器  名  称  

耐 震 性 能 評 価   レベル１耐震性能          レベル２耐震性能 

解  析  手  法  静的      修正      認定プログラム（                                    ） 

 

１ 設置条件 

高圧ガスの種類 第（    ） 毒 可燃 以外   

境界までの距離 Ｘ＝              （ｍ）  

貯蔵能力 Ｗ＝              （tf）  

重要度 Ⅰ Ⅰａ Ⅱ Ⅲ   

重要度係数 β１ ＝ 固有周期 ＴａX＝       , ＴａY＝     （ｓ） 

地域区分 Ａ地域 
水平方向応答倍率 

β４ ＝ 

地域係数 β２ ＝０．８ β５Ｘ＝     ，β５Ｙ＝ 

地盤種別 第（  ）種地盤 鉛直方向応答倍率 β６ ＝ 

表層地盤増幅係数 β３ ＝   

 

２ 応力算定 

部    位 応 力 等 の 種 類 算定値＊１ 許容値 判  定 

  支柱 

曲げ応力         σｂ           (N/mm２)   合・否 

圧縮応力         σｃ           (N/mm２)   合・否 

組合せ応力     σｃ/ｆｃ＋σｂ/ｆｂ  (  －  )   合・否 

  はり 

引張応力       σｔ           (N/mm２)   合・否 

圧縮応力         σｃ           (N/mm２)   合・否 

曲げ応力         σｂ         (N/mm２)   合・否 

せん断応力      τ            (N/mm２)   合・否 

組合せ応力       ＊２       (N/mm２)   合・否 

  ブレース 
引張応力         σｔ           (N/mm２)   合・否 

圧縮応力        σｃ           (N/mm２)   合・否 

  基礎ボルト 

引張応力         σｔ           (N/mm２)   合・否 

せん断応力       τ            (N/mm２)   合・否 

組合せ応力    （σｔ＋1.6τ）/1.4  (N/mm２)   合・否 

 仕口 

引張応力       σｔ           (N/mm２)   合・否 

圧縮応力         σｃ           (N/mm２)   合・否 

曲げ応力        σｂ           (N/mm２)   合・否 

せん断応力            τ            (N/mm２)   合・否 

組合せ応力         ＊２       (N/mm２)   合・否 

  ベースプレート 曲げ応力        σｂ           (N/mm２)   合・否 

             総   合   判   定 合 ・ 否 

                          ＊１  算定値は最大値を記入する 

                          ＊２  組合せ応力は下記のうち最大値を記入する 

                                                          σｔ / ｆｔ＋σｂ / ｆｂ  （ －  ） 

                                                          σｃ / ｆｃ＋σｂ / ｆｂ  （ － ） 

                                                          （σｃ＋σｂ )２＋３τ２  （ N/mm２） 

計算認定の有無        有（計算番号：                      ）・      無 

 

計算を行った会社名 
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第３ 安全弁（破裂板）の所要吹出量計算書 
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第４ 温度上昇防止措置，防消火設備総括表 
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